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特集 令和7年度決算

市の財政状況
決算の概要をお知らせします。詳しい内容や過去の決算につい
ては、市ホームページをご確認ください。
問合 財政課 072－ 423－ 9542・9543
　　　 072－ 423－ 4644

詳しくは
こちら

…下水道、市民病院など独立して事業を行う会計公営企業会計
　料金などの収入やサービス提供の費用に関する収益的収支と、企業債
や建設改良費など将来の経営活動に備えた投資に関する資本的収支から
なります。

区分 収入 支出 差引

下水道
収益的収支 71億3,369万円 61億6,474万円 9億6,895万円
資本的収支 39億63万円 62億4,529万円 △23億4,466万円

病院
収益的収支 155億40万円 169億9,007万円 △14億8,967万円
資本的収支 6億2,309万円 16億9,387万円 △10億7,078万円

※上記金額は全て税抜きです。「△」はマイナスを表しています。

区分 歳入 歳出 差引
国民健康保険事業 194億7,342万円 192億6,762万円 2億580万円
自転車競技事業 440億1,460万円 439億7,715万円 3,745万円
土地取得事業 4億2,595万円 4億2,595万円 0円
後期高齢者医療 36億1,050万円 35億6,034万円 5,016万円
介護保険事業 199億7,983万円 199億7,499万円 484万円
財産区 10億7,106万円 2億6,305万円 8億801万円

　令和7年度は、全ての特別会計で収支が黒字または均衡となりました。

…特定の収入で特定の支出を賄う場合に経理する会計特別会計

一般会計 …福祉や土木、教育など、日常生活に関わる事業に使う基本的な会計

　一般会計決算の歳入総額は 939億 1,919 万円、歳出総額は 928億 1,631 万円で、歳入から歳出を引いた額（形式収支）は 11億 288 万円となり、
翌年度へ繰り越すべき財源2億 4,176 万円を差し引いた額（実質収支）は8億 6,112 万円で、黒字となりました。

歳入
939 億
1,919 万円

諸収入（2.9％）
27 億 3,664 万円

使用料及び手数料
（1.5％）
14億 289 万円

分担金及び負担金
（1.1％）
10億 6,579 万円

その他（3.1％）
28億 4,805 万円

市税市税（（28.428.4％）％）
266266億億 9,7159,715万円万円

国庫支出金国庫支出金（（26.226.2％）％）
245245 億億 7,4377,437 万円万円

地方交付税（17.6％）
164 億 9,919 万円

府支出金（7.9％）
74 億 2,766 万円

市債（3.8％）
35 億 7,300 万円

その他（7.5％）
70 億 9,445 万円

歳出
928 億
1,631 万円

民生費民生費（（52.852.8％）％）
490490 億億 2,6642,664 万円万円

その他（5.3％）
48 億 8,584 万円

総務費（8.6％）
79億 8,145 万円

衛生費（8.5％）
79 億 2,748 万円

土木費（7.6％）
70 億 4,989 万円

公債費（5.7％）
53 億 693 万円

依
存
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0% 自主財源
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岸和田市財政計画
「岸和田市健全な財政運営に関する条例」第 14条（財政計画の策定及び
公表）に基づき、持続的かつ計画的な財政運営に資するため、毎年、普通会
計ベースで策定し、10月に公表するものです。
市税などの歳入が堅調に推移することを見込んでいるため、令和12年度
までは黒字で推移するものの、人件費、扶助費、公債費など義務的経費の
増加により計画最終年度の令和 13年度は赤字が見込まれます。
これを解消するため、市税などの自主財源の確保に取り組むと
ともに、「行政DXの推進」、「公共施設の最適化」、「広域行政の
推進」などの行財政改革の取り組みを着実に実行していきます。 詳しくは

こちら

年度 歳入 歳出 差引
令和7年度 939億1,300万円 928億1,100万円 11億200万円
令和8年度 959億1,600万円 959億1,600万円 0円
令和9年度 943億7,400万円 939億5,900万円 4億1,500万円
令和 10年度 980億9,900万円 980億7,800万円 2,100万円
令和 11年度 1030億500万円 1022億5,500万円 7億5,000万円
令和 12年度 964億7,500万円 964億2,600万円 4,900万円
令和 13年度 1006億1,000万円 1008億1,700万円 △2億700万円

■歳入・歳出の見通し

教育費（11.5％）
106 億 3,808 万円

928億1,631万円÷185,713人
＝499,784円

市民1人あたりに使ったお金は…
（今年1月1日の人口）（歳出決算額）

※端数処理の都合上、合計額などが一致しない場合があります。

　地方公共団体の赤字や借金返済の状況、将来負担すべき負債の大
きさを指標化したもの　

※1・2  赤字額がないため「－」と表記しています。
※3  将来負担比率がマイナスとなるため「－」と表記しています。

指標 本市比率 早期健全化基準
（要注意状態） 財政再生基準

実質赤字比率
一般会計などの赤字を表す指標   －※1 11.31％ 20.0％

連結実質赤字比率
全会計の赤字を表す指標   －※2 16.31％ 30.0％

実質公債費比率
借金の返済費用の割合を表す指標 2.3％ 25.0％ 35.0％

将来負担比率
将来負担すべき負債割合を表す指標   －※3 350.0％ なし

健全化判断比率

※「－」は資金不足がないため比
率なし、「△」はマイナス（資金
剰余額の程度）を示しています。

資金不足比率 経営健全化基準
下水道 －（△10.3％） 20.0％
病院 －（△0.6％） 20.0％

　資金不足額を料金収入の規模（事業の規模）と比較した比率で、
公営企業の経営状況を示すもの

資金不足比率

　健全化判断比率及び資金不足比率は、「地方公共団体の財政の健
全化に関する法律」に基づき、市の財政の健全化や再生が必要な場
合に迅速な対応を取るための目安となる指標です。1つでも国が定
める基準を上回った場合は、財政健全化計画などを策定し、議会の
議決を経たうえで健全化に取り組む必要があります。令和 7年度
決算における指標は、いずれも国が定める基準を下回っています。


